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基本方針に基づく施策を 

実施するため必要な 

法制上・財政上の措置 

 

 

成年被後見人等の権利制限

に係る関係法律の改正その

他の基本方針に基づく施策

を実施するために必要な法

制上の措置については、この

法律の施行後三年以内を目

途として講ずる 

成年後見制度の利用の促進に関する法律イメージ図※平成 28 年４月８日成立、同年５月 13 日施行 

 

１ 国の責務 

２ 地方公共団体の責務 

３ 関係者の努力 

４ 国民の努力 

５ 関係機関等の相互の 

  連携 

１ 保佐及び補助の制度の利

用を促進する方策の検討 

２ 成年被後見人等の権利制

限に係る制度の見直し 

３ 成年被後見人等の医療等

に係る意思決定が困難な

者への支援等の検討 

４ 成年被後見人等の死亡後

における成年後見人等の

事務の範囲の見直し 

５ 任意後見制度の積極的な

活用 

６ 国民に対する周知等 

 
 

・ 有識者で組織する。 

・ 基本計画案の調査審議、施策

に関する重要事項の調査審議、

内閣総理大臣等への建議等を

行う。 意見 

  
１ 組織 
 会長：内閣総理大臣 
 委員：内閣官房長官、特命担当

大臣、法務大臣、厚生労
働大臣、総務大臣等 

 
２ 所掌事務 
 ① 基本計画案の作成 
 ② 関係行政機関の調整 
 ③ 施策の推進、実施状況の 
  検証・評価等 

成年後見制度利用促進会議 成年後見制度利用促進委員会 

国等の責務 基本理念 

基本方針 

１ 関係機関等におけ

る体制の充実強化 

２ 関係機関等の相互

の緊密な連携の確

保 

法制上の措置等 

施策の実施状況の公表（毎年） 

 

成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、 

「成年後見制度利用促進基本計画」を策定 

基本計画 地方公共団体の措置 

この法律は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において政令で定める日（H28.５.13）から施行するものとする。 

その他 

体  制 

都道府県の措置 

 人材の育成 

 必要な助言 

市町村の措置 

 国の基本計画を踏まえ

た計画の策定等 

 

 

 

 

 合議制の機関の設置 

 

援助 

成年後見制度の理念の尊重 

 ①ノーマライゼーション 

 ②自己決定権の尊重 

 ③身上の保護の重視 

 

地域の需要に対応し

た成年後見制度の利

用の促進 

 

成年後見制度の利用

に関する体制の整備 

１ 地域住民の需要に

応じた利用の促進 

２ 地域において成年

後見人等となる人

材の確保 

３ 成年後見等実施機

関の活動に対する

支援 

 

この法律の施行後２年以内の政令で定める日（H30.４.１）に、これらの組織を

廃止し、新たに関係行政機関で組織する成年後見制度利用促進会議及び有識者

で組織する成年後見制度利用促進専門家会議を設ける（両会議の庶務は厚生労

働省に）。 
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成
年

後
見

制
度

利
用

促
進

基
本

計
画

の
工

程
表

29
年
度

30
年

度
31

年
度

※
32

年
度

33
年

度

Ⅰ
制

度
の

周
知

Ⅱ
市

町
村

計
画

の
策

定

Ⅲ

利
用

者
が

メ
リ
ッ
ト
を
実

感
で
き
る
制

度
の

運
用

・
適
切

な
後

見
人

等
の
選

任
の
た
め
の

検
討

の
促
進

・
診
断

書
の

在
り
方

等
の

検
討

・
高
齢

者
と
障
害

者
の

特
性

に
応

じ
た
意

思
決

定
支

援
の

在
り
方

に
つ
い
て
の
指

針
の
策

定
等
の

検
討
、

成
果

の
共

有
等

Ⅳ

地
域

連
携

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

・
市
町

村
に
よ
る
中

核
機

関
の

設
置

・
地
域

連
携

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

整
備
に
向
け
た
取

組
の

推
進

Ⅴ

不
正

防
止

の
徹
底

と
利

用
し
や

す
さ
の

調
和

・
金
融

機
関

に
お
け
る
預

貯
金
等

管
理
に
係
る
自

主
的

な
取

組
の

た
め
の
検

討
の
促

進
等

・
取
組

の
検

討
状

況
等

を
踏
ま
え
た
よ
り
効

率
的

な
不

正
防

止
の

在
り
方

の
検

討

Ⅵ
成

年
被

後
見

人
等

の
医

療
・介

護
等

に
係

る
意

思
決

定
が

困
難

な
人
へ

の
支

援
等

の
検
討

Ⅶ
成

年
被

後
見

人
等

の
権

利
制
限

の
措
置
の

見
直

し

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
ポ
ス
タ
ー
な
ど
に
よ
る
制
度
周
知

国
の
計
画
の
周
知
、
市
町
村
計
画
の
策
定
働
き
か
け
、
策
定
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

中
核
機
関
の
設
置
・
運
営
、
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整
備

相
談
体
制
・
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
支
援

（
各
地
域
の
取
組
例
の
収
集
・
紹
介
、
試
行
的
な
取
組

へ
の
支
援
等
）

相
談
体
制
の
強
化
、
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
更
な
る
構
築

適
切
な
後
見
人
等
の
選
任
の
た
め
の
検
討
の
促
進

診
断
書
の
在
り
方
等
の
検
討

意
思
決
定
支
援
の
在
り
方
に
つ
い
て
の
指
針
の
策
定
等
の
検
討
、
成
果
の
共
有
等

新
た
な
運
用
等
の
開
始
、
運
用
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

金
融
機
関
に
お
け
る
自
主
的
取
組
の
た
め
の
検
討
の
促
進

取
組
の
検
討
状
況
・
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
お
け
る
不
正
防
止

効
果
を
踏
ま
え
た
よ
り
効
率
的
な
不
正
防
止
の
在
り
方
の
検
討

医
療
・
介
護
等
の
現
場
に
お
い
て
関
係
者
が
対
応
を

行
う
際
に
参
考
と
な
る
考
え
方
の
整
理

成
年
被
後
見
人
等
の
権
利
制
限
の
措
置
に
つ
い
て
法

制
上

の
措

置
等

目
途
：
平
成
３
１
年
５
月
ま
で

施
策
の
進
捗
状
況
に
つ
い
て
は
、
随
時
、
国
に
お
い
て
把
握
・
評
価
し
、
必
要
な
対
応
を
検
討
す
る
。

※
基
本
計
画
の
中
間
年
度
で
あ
る
平
成
３
１
年
度
に
お
い
て
は
、
各
施
策
の

進
捗
状
況
を
踏
ま
え
、
個
別
の
課
題
の
整
理
・
検
討
を
行
う
。

専
門
職
団
体
等
に
よ
る
自
主
的
な
取
組
の
促
進

＜
別
紙
＞

参
考
と
な
る
考
え
方
の
周
知
、
活
用
状
況
を
踏
ま
え
た
改
善
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事 務 連 絡 

平成 30 年 4 月 13 日 

   

各 都道府県 成年後見制度利用促進担当課 御中 

  

厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

成年後見制度利用促進室 

 

 

市町村における成年後見制度利用促進計画策定及び 

中核機関の設置運営等について（情報提供） 

 

 

 平成 28 年５月に施行された「成年後見制度の利用の促進に関する法律」（平成 28 年法律

第 29 号）において、市町村は、「成年後見制度利用促進基本計画（平成 29 年 3 月 24 日閣議

決定）」を勘案して、当該市町村の区域における成年後見制度の利用の促進に関する施策に

ついての基本的な計画を定めるよう努めるとともに、成年後見等実施機関の設立等に係る支

援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとされたところです。 

 

特に、中核機関設置など市町村における成年後見制度利用促進の体制整備を早期に進める

ことが重要であることから、平成 29 年度の老人保健健康増進等事業（実施主体：公益社団

法人日本社会福祉士会）において「地域における成年後見制度利用促進に向けた体制整備の

ための手引き」が作成されております。 

【日本社会福祉士会 HP 掲載ページ】 ※手引きは日本社会福祉士会より全自治体に別途郵送予定 

 http://www.jacsw.or.jp/01_csw/07_josei/index.html#hojo2017 

 

また、市町村の計画作成に要する費用及び地域連携ネットワークのコーディネートを担う

中核機関の運営に要する経費については、平成 30 年度より地方交付税措置を行うことが決

定されました。 

 

各都道府県におかれましては、上記について管内市町村に周知いただきますようお願いい

たします。 

今後、老健局から国庫補助協議がなされる予定の認知症総合戦略推進事業の「成年後見制

度利用促進連携・相談体制整備事業」の積極的な活用の検討も含め、広域的な見地から市町

村計画の策定や体制整備に係る助言・支援等についてお願いします。 

 

 
（担当） 

 厚生労働省社会・援護局地域福祉課 

成年後見制度利用促進室 栗原、福野 

 電話  ：03－5253－1111（内線 2228） 

 E-mail:fukuno-mami@mhlw.go.jp 
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地方交付税制度の概要

１ 地方交付税のしくみ

○所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税の全額とされて

いる地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に

住む国民にも一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障するための

もので、地方の固有財源である。

地方交付税制度の概要

性 格： 本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地方団体が

一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地から、国税として国が代わって徴収し、一

定の合理的な基準によって再配分する、いわば「国が地方に代わって徴収する地方税であ

る。」（固有財源）

（参考 平成１７年２月１５日 衆・本会議 小泉総理大臣答弁）

地方交付税改革の中で交付税の性格についてはという話ですが、地方交付税は、国税五税

の一定割合が地方団体に法律上当然帰属するという意味において、地方の固有財源であると

考えます。

総 額：所得税･法人税の３３.１％、酒税の５０％、消費税の２２.３％、地方法人税の全額

種 類：普通交付税＝交付税総額の９４％、特別交付税＝交付税総額の６％

普通交付税の額の決定方法：

各団体ごとの普通交付税額 ＝ （ 基準財政需要額 － 基準財政収入額 ） ＝ 財源不足額

基準財政需要額 ＝ 単位費用（法定） × 測定単位（国調人口等） × 補正係数（寒冷補正等）

基準財政収入額 ＝ 標準的税収入見込額 × 基準税率（７５％）

普通交付税の仕組み

基準財政 Ａ市 基準財政需要額 100億円
需 要 額

120億円

留保財源

基準財政 Ａ市 40億円 基準財政収入額 20億円
収 入 額 60億円

普 通 標準税収入 80億円
交付税
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日本弁護士連合会　弁護士会一覧

名称 TEL FAX

札幌弁護士会 011-281-2428 011-281-4823

函館弁護士会 0138-41-0232 0138-41-3611

旭川弁護士会 0166-51-9527 0166-46-8708

釧路弁護士会 0154-41-0214 0154-41-0225

仙台弁護士会 022-223-1001 022-261-5945

福島県弁護士会 022-223-1001 022-261-5945

山形県弁護士会 023-622-2234 023-635-3685

岩手弁護士会 019-651-5095 019-623-5035

秋田弁護士会 018-862-3770 018-823-6804

青森県弁護士会 017-777-7285 017-722-3181

東京弁護士会 03-3581-2201 03-3581-0865

第一東京弁護士会 03-3595-8585 03-3595-8577

第二東京弁護士会 03-3581-2255 03-3581-3338

神奈川県弁護士会 045-211-7707 045-212-2888

埼玉弁護士会 048-863-5255 048-866-6544

千葉県弁護士会 043-227-8431 043-225-4860

茨城県弁護士会 029-221-3501 029-227-7747

栃木県弁護士会 028-689-9000 028-689-9018

群馬弁護士会 027-233-4804 027-234-7425

静岡県弁護士会 054-252-0008 054-252-7522

山梨県弁護士会 055-235-7202 055-235-7204

長野県弁護士会 026-232-2104 026-232-3653

新潟県弁護士会 025-222-5533 025-223-2269

愛知県弁護士会 052-203-1651 052-204-1690

三重弁護士会 059-228-2232 059-227-4675

岐阜県弁護士会 058-265-0020 058-265-4100

福井弁護士会 0776-23-5255 0776-23-9330

金沢弁護士会 076-221-0242 076-222-0242

日本弁護士連合会（担当：人権部人権第二課）
東京都千代田区霞が関１－１－３
TEL 03(3580)9841（代表） / FAX 03(3580)2896

〒500-8811　岐阜市端詰町22

〒910-0004　福井市宝永４－３－１ 三井生命ビル７階

〒920-0937　金沢市丸の内7番36号

〒371-0026　前橋市大手町3-6-6

〒380-0872　長野市妻科432

〒951-8126　新潟市中央区学校町通一番町１ 新潟地方裁判所構内

〒460-0001　名古屋市中区三の丸1-4-2

〒514-0032　津市中央3-23

〒420-0853　静岡市葵区追手町10-80 静岡地方裁判所構内

〒400-0032　甲府市中央1-8-7

〒231-0021　横浜市中区日本大通9

〒330-0063　さいたま市浦和区高砂4-7-20

〒260-0013　千葉市中央区中央4-13-9

〒310-0062　水戸市大町2-2-75

〒320-0845　宇都宮市明保野町1番6号

所在地

〒060-0001　札幌市中央区北一条西10丁目 札幌弁護士会館7F

〒040-0031　函館市上新川町1-3

〒070-0901　旭川市花咲町４

〒085-0824　釧路市柏木町4番3号

〒030-0861　青森市長島１丁目３番１号　日赤ビル５階

〒100-0013　千代田区霞が関1-1-3 弁護士会館6階

〒100-0013　千代田区霞が関1-1-3 弁護士会館11階

〒100-0013　千代田区霞が関1-1-3 弁護士会館9階

〒980-0811　仙台市青葉区一番町2-9-18

〒960-8115　福島市山下町4-24

〒990-0042　山形市七日町2-7-10 NANA BEANS 8階

〒020-0022　盛岡市大通1-2-1 岩手県産業会館本館（サンビル）2階

〒010-0951　秋田市山王6-2-7

中
部
・
北
陸

北
海
道

東
北

関
東

金沢弁護士会 076-221-0242 076-222-0242

富山県弁護士会 076-421-4811 076-421-4896

大阪弁護士会 06-6364-0251 06-6364-0252

京都弁護士会 075-231-2378 075-223-1894

兵庫県弁護士会 078-341-7061 078-351-6651

奈良弁護士会 0742-22-2035 0742-23-8319

滋賀弁護士会 077-522-2013 077-522-2908

和歌山弁護士会 073-422-4580 073-436-5322

広島弁護士会 082-228-0230 082-228-0418

山口県弁護士会 083-922-0087 083-928-2220

岡山弁護士会 086-223-4401 086-223-6566

鳥取県弁護士会 0857-22-3912 0857-22-3920

島根県弁護士会 0852-21-3225 0852-21-3398

香川県弁護士会 087-822-3693 087-823-3878

徳島弁護士会 088-652-5768 088-652-3730

高知弁護士会 088-872-0324 088-872-0838

愛媛弁護士会 089-941-6279 089-941-4110

福岡県弁護士会 092-741-6416 092-715-3207

佐賀県弁護士会 0952-24-3411 0952-25-7608

長崎県弁護士会 095-824-3903 095-824-3967

大分県弁護士会 097-536-1458 097-538-0462

熊本県弁護士会 096-325-0913 096-325-0914

鹿児島県弁護士会 099-226-3765 099-223-7315

宮崎県弁護士会 0985-22-2466 0985-22-2449

沖縄弁護士会 098-865-3737 098-865-3636〒900-0014　沖縄県那覇市松尾2-2-26-6

〒850-0875　長崎市栄町1-25 長崎MSビル4階

〒870-0047　大分市中島西1-3-14

〒860-0078　熊本市中央区京町1-13-11

〒892-0815　鹿児島市易居町2-3

〒880-0803　宮崎市旭1-8-45

〒770-0855　徳島市新蔵町1-31

〒780-0928　高知市越前町1-5-7

〒790-0003　愛媛県松山市三番町4-8-8

〒810-0043　福岡市中央区城内1-1 裁判所合同庁舎構内

〒840-0833　佐賀市中の小路7-19

〒753-0045　山口市黄金町2-15

〒700ｰ0807　岡山市北区南方1丁目8番29号

〒680-0011　鳥取市東町2丁目221番地

〒690-0886　松江市母衣町55番地4 松江商工会議所ビル7階

〒604-0971　京都市中京区富小路通丸太町下ル

〒760-0033　高松市丸の内2-22

〒650-0016　神戸市中央区橘通1-4-3

〒630-8237　奈良市中筋町２２番地の１

〒520-0051　大津市梅林1-3-3

〒640-8144　和歌山市四番丁5番地

〒730-0012　広島市中区上八丁堀2番73号

〒920-0937　金沢市丸の内7番36号

〒930ｰ0076　富山市長柄町3-4-1

〒530-0047　大阪市北区西天満1-12-5
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 都 道 府 県 社 会 福 祉 士 会 連 絡 先  

   
2017 年4 月1 日 

都道府県社会福祉士会 郵便番号 所  在  地 Ｔ Ｅ Ｌ 

(公社)北海道社会福祉士会 060-0002 北海道札幌市中央区北二条西７丁目かでる２．７－４階 011-213-1313 

(公社)青森県社会福祉士会 030-0822 青森県青森市中央３－２０－３０県民福祉プラザ５階 017-723-2560 

(一社)岩手県社会福祉士会 020-0801 岩手県盛岡市浅岸３－２３－５０浅岸和敬荘内 019-651-6111 

(一社)宮城県社会福祉士会 981-0935 宮城県仙台市青葉区三条町１０－１９ＰＲＯＰ三条館内 022-233-0296 

(一社)秋田県社会福祉士会 010-0922 秋田県秋田市旭北栄町１－５秋田県社会福祉会館内 018-896-7881 

(一社)山形県社会福祉士会 990-0021 山形県山形市小白川町２－３－３１山形県総合社会福祉センター内 023-615-6565 

(一社)福島県社会福祉士会 963-8045 福島県郡山市新屋敷１丁目１６６番ＳビルＢ号室 024-924-7201 

(一社)茨城県社会福祉士会 310-0851 茨城県水戸市千波町１９１８茨城県総合福祉会館５Ｆ 029-244-9030 

(一社)栃木県社会福祉士会 320-8508 栃木県宇都宮市若草1-10-6 とちぎ福祉ﾌﾟﾗｻﾞ内とちぎｿｰｼｬﾙｹｱｻｰﾋﾞｽ共同事務所 028-600-1725 

(一社)群馬県社会福祉士会 371-0843 群馬県前橋市新前橋町１３－１２群馬県社会福祉総合センター７階 027-212-8388 

(公社)埼玉県社会福祉士会 338-0003 埼玉県さいたま市中央区本町東１－２－５ベルメゾン小島１０３ 048-857-1717 

(一社)千葉県社会福祉士会 260-0026 千葉県千葉市中央区千葉港７－１塚本千葉ビル第５ビル３階 043-238-2866 

(公社)東京社会福祉士会 170-0005 東京都豊島区南大塚３－４３－１１福祉財団ビル５階 03-5944-8466 

(公社)神奈川県社会福祉士会 221-0844 神奈川県横浜市神奈川区沢渡４－２神奈川県社会福祉会館３階 045-317-2045 

(公社)新潟県社会福祉士会 950-0994 新潟県新潟市中央区上所２丁目２－２新潟ユニゾンプラザ３階 025-281-5502 

(一社)山梨県社会福祉士会 400-0073 山梨県甲府市湯村三丁目１１－３０ 055-269-6280 

(公社)長野県社会福祉士会 380-0836 長野県長野市南県町６８５－２長野県食糧会館６Ｆ 026-266-0294 

(一社)富山県社会福祉士会 939-0341 富山県射水市三ケ５７９富山福祉短期大学内 0766-55-5572 

(一社)石川県社会福祉士会 920-8557 石川県金沢市本多町３丁目１－１０石川県社会福祉会館２階 076-207-7770 

(一社)福井県社会福祉士会 918-8011 福井県福井市月見３－２－３７ ＮＴＴ西日本福井南交換所ビル１階 0776-63-6277 

(一社)岐阜県社会福祉士会 500-8385 岐阜県岐阜市下奈良２丁目２－１岐阜県福祉農業会館５階 058-277-7216 

(一社)静岡県社会福祉士会 420-0856 静岡県静岡市葵区駿府町１－７０静岡県総合社会福祉会館４階 054-252-9877 

(一社)愛知県社会福祉士会 460-0001 愛知県名古屋市中区三の丸１丁目７番２号 桜華会館 南館１階 052-202-3005 

(一社)三重県社会福祉士会 514-0003 三重県津市桜橋２－１３１三重県社会福祉会館４階 059-228-6008 

(公社)滋賀県社会福祉士会 525-0072 滋賀県草津市笠山７－８－１３８滋賀県立長寿社会福祉センター内 077-561-3811 

(一社)京都社会福祉士会 602-8143 京都府京都市上京区猪熊通丸太町下る仲之町５１９京都社会福祉会館２Ｆ 075-803-1574 

(公社)大阪社会福祉士会 542-0012 大阪府大阪市中央区谷町７－４－１５大阪府社会福祉会館内（１階） 06-4304-2772 

(一社)兵庫県社会福祉士会 651-0062 兵庫県神戸市中央区坂口通２－１－１兵庫県福祉センター５階 078-265-1330 

(一社)奈良県社会福祉士会 630-8213 奈良県奈良市登大路町３６番地大和ビル３階 0742-81-8213 

(一社)和歌山県社会福祉士会 640-8319 和歌山県和歌山市手平２－１－２県民交流プラザ和歌山ビッグ愛６階 073-499-4529 

(一社)鳥取県社会福祉士会 689-0201 鳥取県鳥取市伏野１７２９－５鳥取県社会福祉協議会福祉人材部 0857-59-6336 

(一社)島根県社会福祉士会 690-0011 島根県松江市東津田町１７４１－３いきいきプラザ島根１階 0852-28-8181 

(一社)岡山県社会福祉士会 700-0807 岡山県岡山市北区南方２丁目１３－１岡山県総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館７階 086-201-5253 

(公社)広島県社会福祉士会 732-0816 広島県広島市南区比治山本町１２－２広島県社会福祉会館内 082-254-3019 

(一社)山口県社会福祉士会 753-0072 山口県山口市大手町９－６社会福祉会館内 083-928-6644 

(一社)徳島県社会福祉士会 770-0943 徳島県徳島市中昭和町１丁目２番地徳島県立総合福祉センター３階 088-678-8041 

(一社)香川県社会福祉士会 762-0084 香川県丸亀市飯山町上法軍寺２６１１ 0877-98-0854 

(一社)愛媛県社会福祉士会 790-0905 愛媛県松山市樽味２丁目２－３ラ・マドレーヌビル２Ｆ 089-948-8031 

(一社)高知県社会福祉士会 780-0870 高知県高知市本町４丁目１番３７号丸の内ビル３Ｆ 088-855-5921 

(公社)福岡県社会福祉士会 812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前３－９－１２アイビーコートⅢビル５階 092-483-2944 

(公社)佐賀県社会福祉士会 849-0935 佐賀県佐賀市八戸溝１丁目１５－３佐賀県社会福祉士会館 0952-36-5833 

(一社)長崎県社会福祉士会 852-8104 長崎県長崎市茂里町３－２４長崎県総合福祉センター県棟５階 095-848-6012 

(一社)熊本県社会福祉士会 862-0910 熊本県熊本市東区健軍本町１－２２東部ハイツ１０５ 096-285-7761 

(公社)大分県社会福祉士会 870-0907 大分県大分市大津町２－１－４１大分県総合社会福祉会館内 097-576-7071 

(一社)宮崎県社会福祉士会 880-0007 宮崎県宮崎市原町２－２２宮崎県福祉総合センター人材研修館内 0985-86-6111 

(公社)鹿児島県社会福祉士会 890-8517 鹿児島県鹿児島市鴨池新町１－７鹿児島県社会福祉センター内 099-213-4055 

(一社)沖縄県社会福祉士会 903-0804 沖縄県那覇市首里石嶺町４－１３５－１くしばるビル２０７号室 098-943-4249 
        全国団体：公益社団法人 日本社会福祉士会 〒160-0004 東京都新宿区四谷1-13 カタオカビル 2 階    TEL：03-3355-6541 
 
・「権利擁護センター ぱあとなあ」は、公益社団法人日本社会福祉士会ならびに、各都道府県社会福祉士会が運営しています。 
・社会福祉士は、福祉領域の相談援助専門職です。 
・各都道府県社会福祉士会の「ぱあとなあ」では、所定の成年後見人養成研修を修了した社会福祉士を成年後見人等の候補者として登録しています。 
・全国の都道府県社会福祉士会の「ぱあとなあ」でもご相談をお受けしています。 最寄りの社会福祉士会事務局へご連絡ください。 
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民法（明治 29年 4月 29日法律第 89号）一部抜粋 

（最終改正：平成 28年 6月 7日法律第 71号） 

 

（後見開始の審判） 

第 7条 精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者については、家庭裁判所は、本人、配偶

者、4親等内の親族、未成年後見人、未成年後見監督人、保佐人、保佐監督人、補助人、補助監督人又は検

察官の請求により、後見開始の審判をすることができる。 

 

（成年被後見人及び成年後見人） 

第 8条 後見開始の審判を受けた者は、成年被後見人とし、これに成年後見人を付する。 

 

（成年被後見人の法律行為） 

第 9条 成年被後見人の法律行為は、取り消すことができる。ただし、日用品の購入その他日常生活に関する

行為については、この限りでない。 

 

（後見開始の審判の取消し） 

第 10条 第七条に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族、後見人

（未成年後見人及び成年後見人をいう。以下同じ。）、後見監督人（未成年後見監督人及び成年後見監督人を

いう。以下同じ。）又は検察官の請求により、後見開始の審判を取り消さなければならない。 

 

（保佐開始の審判） 

第 11条 精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分である者については、家庭裁判所は、本人、

配偶者、四親等内の親族、後見人、後見監督人、補助人、補助監督人又は検察官の請求により、保佐開始の

審判をすることができる。ただし、第 7条に規定する原因がある者については、この限りでない。 

 

（被保佐人及び保佐人） 

第 12条 保佐開始の審判を受けた者は、被保佐人とし、これに保佐人を付する。 

 

（保佐人の同意を要する行為等） 

第 13条 被保佐人が次に掲げる行為をするには、その保佐人の同意を得なければならない。ただし、第 9条

ただし書に規定する行為については、この限りでない。 

一 元本を領収し、又は利用すること。 

二 借財又は保証をすること。 

三 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をすること。 

四 訴訟行為をすること。 

五 贈与、和解又は仲裁合意（仲裁法（平成 15年法律第 138号）第 2条第 1項に規定する仲裁合意をいう。）

をすること。 

六 相続の承認若しくは放棄又は遺産の分割をすること。 

七 贈与の申込みを拒絶し、遺贈を放棄し、負担付贈与の申込みを承諾し、又は負担付遺贈を承認すること。 

八 新築、改築、増築又は大修繕をすること。 

九 第 602条に定める期間を超える賃貸借をすること。 

２ 家庭裁判所は、第 11条本文に規定する者又は保佐人若しくは保佐監督人の請求により、被保佐人が前項

各号に掲げる行為以外の行為をする場合であってもその保佐人の同意を得なければならない旨の審判をす

ることができる。ただし、第 9条ただし書に規定する行為については、この限りでない。 

３ 保佐人の同意を得なければならない行為について、保佐人が被保佐人の利益を害するおそれがないにもか

かわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、被保佐人の請求により、保佐人の同意に代わる許可を与える
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ことができる。 

４ 保佐人の同意を得なければならない行為であって、その同意又はこれに代わる許可を得ないでしたものは、

取り消すことができる。 

 

（保佐開始の審判等の取消し） 

第 14条 第 11条本文に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族、未

成年後見人、未成年後見監督人、保佐人、保佐監督人又は検察官の請求により、保佐開始の審判を取り消さ

なければならない。 

２ 家庭裁判所は、前項に規定する者の請求により、前条第 2項の審判の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

 

（補助開始の審判） 

第 15条 精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者については、家庭裁判所は、本人、配偶

者、四親等内の親族、後見人、後見監督人、保佐人、保佐監督人又は検察官の請求により、補助開始の審判

をすることができる。ただし、第七条又は第 11条本文に規定する原因がある者については、この限りでな

い。 

２ 本人以外の者の請求により補助開始の審判をするには、本人の同意がなければならない。 

３ 補助開始の審判は、第 17条第 1項の審判又は第 876条の 9第 1項の審判とともにしなければなら ない。 

 

（被補助人及び補助人） 

第 16条 補助開始の審判を受けた者は、被補助人とし、これに補助人を付する。 

 

（補助人の同意を要する旨の審判等） 

第 17条 家庭裁判所は、第 15条第 1項本文に規定する者又は補助人若しくは補助監督人の請求により、被

補助人が特定の法律行為をするにはその補助人の同意を得なければならない旨の審判をすることができる。

ただし、その審判によりその同意を得なければならないものとすることができる行為は、第 13条第 1項に

規定する行為の一部に限る。 

２ 本人以外の者の請求により前項の審判をするには、本人の同意がなければならない。 

３ 補助人の同意を得なければならない行為について、補助人が被補助人の利益を害するおそれがないにもか

かわらず同意をしないときは、家庭裁判所は、被補助人の請求により、補助人の同意に代わる許可を与える

ことができる。 

４ 補助人の同意を得なければならない行為であって、その同意又はこれに代わる許可を得ないでしたものは、

取り消すことができる。 

 

（補助開始の審判等の取消し） 

第 18条 第 15条第 1項本文に規定する原因が消滅したときは、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の

親族、未成年後見人、未成年後見監督人、補助人、補助監督人又は検察官の請求により、補助開始の審判を

取り消さなければならない。 

２ 家庭裁判所は、前項に規定する者の請求により、前条第 1項の審判の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

３ 前条第 1項の審判及び第 876条の 9第 1項の審判をすべて取り消す場合には、家庭裁判所は、補助開始

の審判を取り消さなければならない。 

 

（審判相互の関係） 

第 19条 後見開始の審判をする場合において、本人が被保佐人又は被補助人であるときは、家庭裁判所は、

その本人に係る保佐開始又は補助開始の審判を取り消さなければならない。 
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２ 前項の規定は、保佐開始の審判をする場合において本人が成年被後見人若しくは被補助人であるとき、又

は補助開始の審判をする場合において本人が成年被後見人若しくは被保佐人であるときについて準用する。 

 

（制限行為能力者の相手方の催告権） 

第 20条 制限行為能力者（未成年者、成年被後見人、被保佐人及び第 17条第 1項の審判を受けた被補助人

をいう。以下同じ。）の相手方は、その制限行為能力者が行為能力者（行為能力の制限を受けない者をいう。

以下同じ。）となった後、その者に対し、1箇月以上の期間を定めて、その期間内にその取り消すことがで

きる行為を追認するかどうかを確答すべき旨の催告をすることができる。この場合において、その者がその

期間内に確答を発しないときは、その行為を追認したものとみなす。 

２ 制限行為能力者の相手方が、制限行為能力者が行為能力者とならない間に、その法定代理人、保佐人又は

補助人に対し、その権限内の行為について前項に規定する催告をした場合において、これらの者が同項の期

間内に確答を発しないときも、同項後段と同様とする。 

３ 特別の方式を要する行為については、前 2項の期間内にその方式を具備した旨の通知を発しないときは、

その行為を取り消したものとみなす。 

４ 制限行為能力者の相手方は、被保佐人又は第 17条第 1項の審判を受けた被補助人に対しては、第 1項の

期間内にその保佐人又は補助人の追認を得るべき旨の催告をすることができる。この場合において、その被

保佐人又は被補助人がその期間内にその追認を得た旨の通知を発しないときは、その行為を取り消したもの

とみなす。 

 

（制限行為能力者の詐術） 

第 21条 制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術を用いたときは、その行為を取り消

すことができない。 

 

（緊急事務管理） 

第 698条 管理者は、本人の身体、名誉又は財産に対する急迫の危害を免れさせるために事務管理をしたとき

は、悪意又は重大な過失があるのでなければ、これによって生じた損害を賠償する責任を負わない。 

 

（成年後見人の選任） 

第 843条 家庭裁判所は、後見開始の審判をするときは、職権で、成年後見人を選任する。 

２ 成年後見人が欠けたときは、家庭裁判所は、成年被後見人若しくはその親族その他の利害関係人の請求に

より、又は職権で、成年後見人を選任する。 

３ 成年後見人が選任されている場合においても、家庭裁判所は、必要があると認めるときは、前項に規定す

る者若しくは成年後見人の請求により、又は職権で、更に成年後見人を選任することができる。 

４ 成年後見人を選任するには、成年被後見人の心身の状態並びに生活及び財産の状況、成年後見人となる者

の職業及び経歴並びに成年被後見人との利害関係の有無（成年後見人となる者が法人であるときは、その事

業の種類及び内容並びにその法人及びその代表者と成年被後見人との利害関係の有無）、成年被後見人の意

見その他一切の事情を考慮しなければならない。 

 

（後見人の辞任） 

第 844条 後見人は、正当な事由があるときは、家庭裁判所の許可を得て、その任務を辞することができる。 

 

（辞任した後見人による新たな後見人の選任の請求） 

第 845条 後見人がその任務を辞したことによって新たに後見人を選任する必要が生じたときは、その後見人

は、遅滞なく新たな後見人の選任を家庭裁判所に請求しなければならない。 

 

（後見人の解任） 
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第 846条 後見人に不正な行為、著しい不行跡その他後見の任務に適しない事由があるときは、家庭裁判所は、

後見監督人、被後見人若しくはその親族若しくは検察官の請求により又は職権で、これを解任することがで

きる。 

 

（後見人の欠格事由） 

第 847条 次に掲げる者は、後見人となることができない。 

一 未成年者 

二 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人 

三 破産者 

四 被後見人に対して訴訟をし、又はした者並びにその配偶者及び直系血族 

五 行方の知れない者 

 

（未成年後見監督人の指定） 

第 848条 未成年後見人を指定することができる者は、遺言で、未成年後見監督人を指定することができる。 

 

（後見監督人の選任） 

第 849条 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、被後見人、その親族若しくは後見人の請求により又は

職権で、後見監督人を選任することができる。 

 

（後見監督人の欠格事由） 

第 850条 後見人の配偶者、直系血族及び兄弟姉妹は、後見監督人となることができない。 

 

（後見監督人の職務） 

第 851条 後見監督人の職務は、次のとおりとする。 

一 後見人の事務を監督すること。 

二 後見人が欠けた場合に、遅滞なくその選任を家庭裁判所に請求すること。 

三 急迫の事情がある場合に、必要な処分をすること。 

四 後見人又はその代表する者と被後見人との利益が相反する行為について被後見人を代表すること。 

 

（委任及び後見人の規定の準用） 

第 852条 第 644条、第 654条、第 655条、第 844条、第 846条、第 847条、第 861条第２項及び第 862

条の規定は後見監督人について、第 840条第３項及び第 857条の２の規定は未成年後見監督人について、

第 843条第４項、第 859条の２及び第 859条の３の規定は成年後見監督人について準用する。 

 

（財産の調査及び目録の作成） 

第 853条 後見人は、遅滞なく被後見人の財産の調査に着手し、１箇月以内に、その調査を終わり、かつ、そ

の目録を作成しなければならない。ただし、この期間は、家庭裁判所において伸長することができる。 

２ 財産の調査及びその目録の作成は、後見監督人があるときは、その立会いをもってしなければ、その効力

を生じない。 

 

（財産の目録の作成前の権限） 

第 854条 後見人は、財産の目録の作成を終わるまでは、急迫の必要がある行為のみをする権限を有する。 

ただし、これをもって善意の第三者に対抗することができない。 

 

 

（後見人の被後見人に対する債権又は債務の申出義務） 
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第 855条 後見人が、被後見人に対し、債権を有し、又は債務を負う場合において、後見監督人があるときは、

財産の調査に着手する前に、これを後見監督人に申し出なければならない。 

２ 後見人が、被後見人に対し債権を有することを知ってこれを申し出ないときは、その債権を失う。 

 

（被後見人が包括財産を取得した場合についての準用） 

第 856条 前３条の規定は、後見人が就職した後被後見人が包括財産を取得した場合について準用する。 

 

（未成年被後見人の身上の監護に関する権利義務） 

第 857条 未成年後見人は、第 820条から第 823条までに規定する事項について、親権を行う者と同一の権

利義務を有する。ただし、親権を行う者が定めた教育の方法及び居所を変更し、営業を許可し、その許可を

取り消し、又はこれを制限するには、未成年後見監督人があるときは、その同意を得なければならない。 

 

（未成年後見人が数人ある場合の権限の行使等） 

第 857条の２ 未成年後見人が数人あるときは、共同してその権限を行使する。 

２ 未成年後見人が数人あるときは、家庭裁判所は、職権で、その一部の者について、財産に関する権限のみ

を行使すべきことを定めることができる。 

３ 未成年後見人が数人あるときは、家庭裁判所は、職権で、財産に関する権限について、各未成年後見人が

単独で又は数人の未成年後見人が事務を分掌して、その権限を行使すべきことを定めることができる。 

４ 家庭裁判所は、職権で、前２項の規定による定めを取り消すことができる。 

５ 未成年後見人が数人あるときは、第三者の意思表示は、その一人に対してすれば足りる。 

 

（成年被後見人の意思の尊重及び身上の配慮） 

第 858条 成年後見人は、成年被後見人の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務を行うに当たっては、

成年被後見人の意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければならない。 

 

（財産の管理及び代表） 

第 859条 後見人は、被後見人の財産を管理し、かつ、その財産に関する法律行為について被後見人を代表す

る。 

２ 第 824条ただし書の規定は、前項の場合について準用する。 

 

（成年後見人が数人ある場合の権限の行使等） 

第 859条の２ 成年後見人が数人あるときは、家庭裁判所は、職権で、数人の成年後見人が、共同して又は事

務を分掌して、その権限を行使すべきことを定めることができる。 

２ 家庭裁判所は、職権で、前項の規定による定めを取り消すことができる。 

３ 成年後見人が数人あるときは、第三者の意思表示は、その一人に対してすれば足りる。 

 

（成年被後見人の居住用不動産の処分についての許可） 

第 859条の３ 成年後見人は、成年被後見人に代わって、その居住の用に供する建物又はその敷地について、

売却、賃貸、賃貸借の解除又は抵当権の設定その他これらに準ずる処分をするには、家庭裁判所の許可を得

なければならない。 

 

（利益相反行為） 

第 860条 第 826条の規定は、後見人について準用する。ただし、後見監督人がある場合は、この限りでな

い。 

 

（支出金額の予定及び後見の事務の費用） 
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第 861条 後見人は、その就職の初めにおいて、被後見人の生活、教育又は療養看護及び財産の管理のために

毎年支出すべき金額を予定しなければならない。 

２ 後見人が後見の事務を行うために必要な費用は、被後見人の財産の中から支弁する。 

 

（後見人の報酬） 

第 862条 家庭裁判所は、後見人及び被後見人の資力その他の事情によって、被後見人の財産の中から、相当

な報酬を後見人に与えることができる。 

 

（後見の事務の監督） 

第 863条 後見監督人又は家庭裁判所は、いつでも、後見人に対し後見の事務の報告若しくは財産の目録の提

出を求め、又は後見の事務若しくは被後見人の財産の状況を調査することができる。 

２ 家庭裁判所は、後見監督人、被後見人若しくはその親族その他の利害関係人の請求により又は職権で、被

後見人の財産の管理その他後見の事務について必要な処分を命ずることができる。 

 

（後見監督人の同意を要する行為） 

第 864条 後見人が、被後見人に代わって営業若しくは第 13条第１項各号に掲げる行為をし、又は未成年被

後見人がこれをすることに同意するには、後見監督人があるときは、その同意を得なければならない。ただ

し、同項第１号に掲げる元本の領収については、この限りでない。 

 

第 865条 後見人が、前条の規定に違反してし又は同意を与えた行為は、被後見人又は後見人が取り消すこと

ができる。この場合においては、第 20条の規定を準用する。 

２ 前項の規定は、第 121条から第 126条までの規定の適用を妨げない。 

 

（被後見人の財産等の譲受けの取消し） 

第 866条 後見人が被後見人の財産又は被後見人に対する第三者の権利を譲り受けたときは、被後見人は、こ

れを取り消すことができる。この場合においては、第 20条の規定を準用する。 

２ 前項の規定は、第 121条から第 126条までの規定の適用を妨げない。 

 

（未成年被後見人に代わる親権の行使） 

第 867条 未成年後見人は、未成年被後見人に代わって親権を行う。 

２ 第 853条から第 857条まで及び第 861条から前条までの規定は、前項の場合について準用する。 

 

（財産に関する権限のみを有する未成年後見人） 

第 868条 親権を行う者が管理権を有しない場合には、未成年後見人は、財産に関する権限のみを有する。 

 

（委任及び親権の規定の準用） 

第 869条 第 644条及び第 830条の規定は、後見について準用する。 

 

（後見の計算） 

第 870条 後見人の任務が終了したときは、後見人又はその相続人は、２箇月以内にその管理の計算（以下「後

見の計算」という。）をしなければならない。ただし、この期間は、家庭裁判所において伸長することがで

きる。 

 

第 871条 後見の計算は、後見監督人があるときは、その立会いをもってしなければならない。 

 

（未成年被後見人と未成年後見人等との間の契約等の取消し） 
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第 872条 未成年被後見人が成年に達した後後見の計算の終了前に、その者と未成年後見人又はその相続人と

の間でした契約は、その者が取り消すことができる。その者が未成年後見人又はその相続人に対してした単

独行為も、同様とする。 

２ 第 20条及び第 121条から第 126条までの規定は、前項の場合について準用する。 

 

（返還金に対する利息の支払等） 

第 873条 後見人が被後見人に返還すべき金額及び被後見人が後見人に返還すべき金額には、後見の計算が終

了した時から、利息を付さなければならない。 

２ 後見人は、自己のために被後見人の金銭を消費したときは、その消費の時から、これに利息を付さなけれ

ばならない。この場合において、なお損害があるときは、その賠償の責任を負う。 

 

（委任の規定の準用） 

第 874条 第 654条及び第 655条の規定は、後見について準用する。 

※（委任の終了後の処分） 

第 654条 委任が終了した場合において、急迫の事情があるときは、受任者又はその相続人若しくは法

定代理人は、委任者又はその相続人若しくは法定代理人が委任事務を処理することができるに至るまで、

必要な処分をしなければならない。 

 

（後見に関して生じた債権の消滅時効） 

第 875条 第 832条の規定は、後見人又は後見監督人と被後見人との間において後見に関して生じた債権の

消滅時効について準用する。 

２ 前項の消滅時効は、第 872条の規定により法律行為を取り消した場合には、その取消しの時から起算する。 

 

（保佐の開始） 

第 876条 保佐は、保佐開始の審判によって開始する。 

 

（保佐人及び臨時保佐人の選任等） 

第 876条の２ 家庭裁判所は、保佐開始の審判をするときは、職権で、保佐人を選任する。 

２ 第 843条第２項から第４項まで及び第 844条から第 847条までの規定は、保佐人について準用する。 

３ 保佐人又はその代表する者と被保佐人との利益が相反する行為については、保佐人は、臨時保佐人の選任

を家庭裁判所に請求しなければならない。ただし、保佐監督人がある場合は、この限りでない。 

 

（保佐監督人） 

第 876条の３ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、被保佐人、その親族若しくは保佐人の請求によっ

て、又は職権で、保佐監督人を選任することができる。 

２ 第 644条、第 654条、第 655条、第 843条第４項、第 844条、第 846条、第 847条、第 850条、第 851

条、第 859条の２、第 859条の３、第 861条第２項及び第 862条の規定は、保佐監督人について準用する。

この場合において、第 851条第４号中「被後見人を代表する」とあるのは、「被保佐人を代表し、又は被保

佐人がこれをすることに同意する」と読み替えるものとする。 

 

（保佐人に代理権を付与する旨の審判） 

第 876条の４ 家庭裁判所は、第 11条本文に規定する者又は保佐人若しくは保佐監督人の請求によって、 

被保佐人のために特定の法律行為について保佐人に代理権を付与する旨の審判をすることができる。 

２ 本人以外の者の請求によって前項の審判をするには、本人の同意がなければならない。 

３ 家庭裁判所は、第１項に規定する者の請求によって、同項の審判の全部又は一部を取り消すことができる。 
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（保佐の事務及び保佐人の任務の終了等） 

第 876条の５ 保佐人は、保佐の事務を行うに当たっては、被保佐人の意思を尊重し、かつ、その心身の状態

及び生活の状況に配慮しなければならない。 

２ 第 644条、第 859条の２、第 859条の３、第 861条第２項、第 862条及び第 863条の規定は保佐の事務

について、第 824条ただし書の規定は保佐人が前条第１項の代理権を付与する旨の審判に基づき被保佐人を

代表する場合について準用する。 

３ 第 654条、第 655条、第 870条、第 871条及び第 873条の規定は保佐人の任務が終了した場合について、

第 832条の規定は保佐人又は保佐監督人と被保佐人との間において保佐に関して生じた債権について準用

する。 

 

（補助の開始） 

第 876条の６ 補助は、補助開始の審判によって開始する。 

 

（補助人及び臨時補助人の選任等） 

第 876条の７ 家庭裁判所は、補助開始の審判をするときは、職権で、補助人を選任する。 

２ 第 843条第２項から第４項まで及び第 844条から第 847条までの規定は、補助人について準用する。 

３ 補助人又はその代表する者と被補助人との利益が相反する行為については、補助人は、臨時補助人の選任

を家庭裁判所に請求しなければならない。ただし、補助監督人がある場合は、この限りでない。 

 

（補助監督人） 

第 876条の８ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、被補助人、その親族若しくは補助人の請求により

又は職権で、補助監督人を選任することができる。 

２ 第 644条、第 654条、第 655条、第 843条第４項、第 844条、第 846条、第 847条、第 850条、第 851

条、第 859条の２、第 859条の３、第 861条第２項及び第 862条の規定は、補助監督人について準用する。

この場合において、第 851条第４号中「被後見人を代表する」とあるのは、「被補助人を代表し、又は被補

助人がこれをすることに同意する」と読み替えるものとする。 

 

（補助人に代理権を付与する旨の審判） 

第 876条の９ 家庭裁判所は、第 15条第１項本文に規定する者又は補助人若しくは補助監督人の請求によっ

て、被補助人のために特定の法律行為について補助人に代理権を付与する旨の審判をすることができる。 

２ 第 876条の４第２項及び第３項の規定は、前項の審判について準用する。 

 

（補助の事務及び補助人の任務の終了等） 

第 876条の 10 第 644条、第 859条の２、第 859条の３、第 861条第２項、第 862条、第 863条及び第 876

条の５第１項の規定は補助の事務について、第 824条ただし書の規定は補助人が前条第１項の代理権を付与

する旨の審判に基づき被補助人を代表する場合について準用する。 

２ 第 654条、第 655条、第 870条、第 871条及び第 873条の規定は補助人の任務が終了した場合について、

第 832条の規定は補助人又は補助監督人と被補助人との間において補助に関して生じた債権について準用

する。 
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任意後見契約に関する法律 

（平成十一年法律第百五十号） 

 

目次 

第一条 （趣旨） 

第二条 （定義） 

第三条 （任意後見契約の方式） 

第四条 （任意後見監督人の選任） 

第五条 （任意後見監督人の欠格事由） 

第六条 （本人の意思の尊重等） 

第七条 （任意後見監督人の職務等） 

第八条 （任意後見人の解任） 

第九条 （任意後見契約の解除） 

第十条 （後見、保佐及び補助との関係） 

第十一条 （任意後見人の代理権の消滅の対抗要件） 

附 則 

附 則（平成二三年五月二五日法律第五三号） 

 

（趣旨） 

第一条 この法律は、任意後見契約の方式、効力等に関し特別の定めをするとともに、任意後見人に対する監
督に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。 

一 任意後見契約 委任者が、受任者に対し、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況にお
ける自己の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務の全部又は一部を委託し、その委託に係る事務に
ついて代理権を付与する委任契約であって、第四条第一項の規定により任意後見監督人が選任された時か
らその効力を生ずる旨の定めのあるものをいう。 

二 本人 任意後見契約の委任者をいう。 

三 任意後見受任者 第四条第一項の規定により任意後見監督人が選任される前における任意後見契約の
受任者をいう。 

四 任意後見人 第四条第一項の規定により任意後見監督人が選任された後における任意後見契約の受任
者をいう。 

 

（任意後見契約の方式） 

第三条 任意後見契約は、法務省令で定める様式の公正証書によってしなければならない。 

 

（任意後見監督人の選任） 

第四条 任意後見契約が登記されている場合において、精神上の障害により本人の事理を弁識する能力が不十
分な状況にあるときは、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親族又は任意後見受任者の請求により、
任意後見監督人を選任する。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

一 本人が未成年者であるとき。 

二 本人が成年被後見人、被保佐人又は被補助人である場合において、当該本人に係る後見、保佐又は補助
を継続することが本人の利益のため特に必要であると認めるとき。 

三 任意後見受任者が次に掲げる者であるとき。 

イ 民法（明治二十九年法律第八十九号）第八百四十七条各号（第四号を除く。）に掲げる者 

ロ 本人に対して訴訟をし、又はした者及びその配偶者並びに直系血族 

ハ 不正な行為、著しい不行跡その他任意後見人の任務に適しない事由がある者 

２ 前項の規定により任意後見監督人を選任する場合において、本人が成年被後見人、被保佐人又は被補助人
であるときは、家庭裁判所は、当該本人に係る後見開始、保佐開始又は補助開始の審判（以下「後見開始の
審判等」と総称する。）を取り消さなければならない。 

３ 第一項の規定により本人以外の者の請求により任意後見監督人を選任するには、あらかじめ本人の同意が
なければならない。ただし、本人がその意思を表示することができないときは、この限りでない。 

４ 任意後見監督人が欠けた場合には、家庭裁判所は、本人、その親族若しくは任意後見人の請求により、又
は職権で、任意後見監督人を選任する。 

５ 任意後見監督人が選任されている場合においても、家庭裁判所は、必要があると認めるときは、前項に掲
げる者の請求により、又は職権で、更に任意後見監督人を選任することができる。 
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（任意後見監督人の欠格事由） 

第五条 任意後見受任者又は任意後見人の配偶者、直系血族及び兄弟姉妹は、任意後見監督人となることがで
きない。 

 

（本人の意思の尊重等） 

第六条 任意後見人は、第二条第一号に規定する委託に係る事務（以下「任意後見人の事務」という。）を行
うに当たっては、本人の意思を尊重し、かつ、その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければならない。 

 

（任意後見監督人の職務等） 

第七条 任意後見監督人の職務は、次のとおりとする。 

一 任意後見人の事務を監督すること。 

二 任意後見人の事務に関し、家庭裁判所に定期的に報告をすること。 

三 急迫の事情がある場合に、任意後見人の代理権の範囲内において、必要な処分をすること。 

四 任意後見人又はその代表する者と本人との利益が相反する行為について本人を代表すること。 

２ 任意後見監督人は、いつでも、任意後見人に対し任意後見人の事務の報告を求め、又は任意後見人の事務
若しくは本人の財産の状況を調査することができる。 

３ 家庭裁判所は、必要があると認めるときは、任意後見監督人に対し、任意後見人の事務に関する報告を求
め、任意後見人の事務若しくは本人の財産の状況の調査を命じ、その他任意後見監督人の職務について必要
な処分を命ずることができる。 

４ 民法第六百四十四条、第六百五十四条、第六百五十五条、第八百四十三条第四項、第八百四十四条、第八
百四十六条、第八百四十七条、第八百五十九条の二、第八百六十一条第二項及び第八百六十二条の規定は、
任意後見監督人について準用する。 

 

（任意後見人の解任） 

第八条 任意後見人に不正な行為、著しい不行跡その他その任務に適しない事由があるときは、家庭裁判所は、
任意後見監督人、本人、その親族又は検察官の請求により、任意後見人を解任することができる。 

 

（任意後見契約の解除） 

第九条 第四条第一項の規定により任意後見監督人が選任される前においては、本人又は任意後見受任者は、
いつでも、公証人の認証を受けた書面によって、任意後見契約を解除することができる。 

２ 第四条第一項の規定により任意後見監督人が選任された後においては、本人又は任意後見人は、正当な事
由がある場合に限り、家庭裁判所の許可を得て、任意後見契約を解除することができる。 

 

（後見、保佐及び補助との関係） 

第十条 任意後見契約が登記されている場合には、家庭裁判所は、本人の利益のため特に必要があると認める
ときに限り、後見開始の審判等をすることができる。 

２ 前項の場合における後見開始の審判等の請求は、任意後見受任者、任意後見人又は任意後見監督人もする
ことができる。 

３ 第四条第一項の規定により任意後見監督人が選任された後において本人が後見開始の審判等を受けたと
きは、任意後見契約は終了する。 

 

（任意後見人の代理権の消滅の対抗要件） 

第十一条 任意後見人の代理権の消滅は、登記をしなければ、善意の第三者に対抗することができない。 

 

 

附 則  

この法律は、平成十二年四月一日から施行する。 

 

附 則 （平成二三年五月二五日法律第五三号）  

この法律は、新非訟事件手続法の施行の日から施行する。 
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「地域包括支援センターの設置運営について」

老計発第 1018001 号

老振発第 1018001 号

老老発第 1018001 号

p.4「 3 市町村の責務 ③ センター間における役割分担と連携の強化」

管内に複数のセンターがある市町村においては、地域の課題や目標をセンター間で共有し

ながらセンターが相互に連携する効果的な取組を推進していくことが求められる。 例え

ば、

・ 権利擁護業務や認知症支援等の機能を強化し、当該分野において他のセンターを支援す

るセンター（以下「機能強化型センター」という。）を設置

するなど、センター間の連携強化や役割分担を通じて、効果的、一体的な運営体制を構築

していくことが可能と考える。

p.9「 4 事業内容 ③ 権利擁護業務について」

権利擁護業務は、地域の住民や民生委員、介護支援専門員などの支援だけでは十分に問

題が解決できない、適切なサービス等につながる方法が見つからない等の困難な状況にあ

地域において、安心して尊厳のある生活を行うことができるよう、専門的・る高齢者が、

継続的な視点からの支援を行うものである。

業務の内容としては、成年後見制度の活用促進、老人福祉施設等への措置の支援、高齢

者虐待への対応、困難事例への対応、消費者被害防止に関する諸制度を活用し、高齢者の

生活の維持を図るものである。

53



10

2
9

9
7

11

54



3
0

3

55



56



3
0

6

57



58



59



60



61



62



63



  

  
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 

  

 

 

 

-

 

 

        
 

 

 

 

 

 

 

 

-

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

64



 

 

 

 

 

 

-

-

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

  
 

65



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67



 

 

 

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

68



 

 

 

 

 
 

 

 

 

            
 

 
 

 

          
 

 
 

 
 

 
 

               

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
-

 

 
-

 

 
 

 

  

 

69



 

 

 

 

 
 

-

-

-

-
-

-

 

 
 

-

-

-

-

-

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

-

-

-

-

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

70



 

 

 

 

 -

 

 

 

 

 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

 

-
 

71



15 

 

 ＜
意
思
決
定
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援
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必
要
な
項
目
＞

＜
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で
の
生
活
史
＞

（
家
族
）
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に
か
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い
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れ
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っ
た
。

○
祖
母
が
得
意
だ
っ
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饅
頭
作
り
を
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れ
し
そ
う
に
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に
し
て
い
た
。

○
饅
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を
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所
に
配
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こ
と
に
つ
い
て
行
き
、
人
か
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れ
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と
う
れ
し
そ
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だ
っ
た
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（
学
校
の
教
員
）

○
友
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と
関
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と
は
好
き
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っ
た
。

○
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か
な
音
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好
ん
で
聴
い
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た
。
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で
、
集
中
し
て
取
り
組
ん
で
い
た
。

○
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
の
キ
ャ
ッ
プ
の
分
類
の
よ
う
な
作
業
的
な
こ
と
は
す
ぐ
飽
き
て
イ
ス
か
ら
立
ち
上

　
が
っ
て
し
ま
っ
た
。

（
移
動
支
援
ヘ
ル
パ
ー
）

○
森
の
中
を
散
歩
し
て
、
鳥
の
さ
え
ず
り
を
聞
く
と
耳
を
澄
ま
し
て
う
れ
し
そ
う
に
し
て
い
た
。

○
人
混
み
な
ど
雑
音
の
多
い
場
所
は
苦
手
な
よ
う
で
表
情
が
険
し
く
な
っ
た
り
イ
ラ
イ
ラ
し
た
感
じ

　
に
な
っ
て
し
ま
う
。

　
・
か
わ
い
が
っ
て
く
れ
る
祖
母
の
よ
う
な
人
が
好
き
な
よ
う
だ
。

　
・
祖
母
の
よ
う
な
人
と
一
緒
に
饅
頭
な
ど
を
つ
く
る
こ
と
が
好
き
な
よ
う
だ
。

　
・
作
っ
た
饅
頭
な
ど
を
配
り
、
人
か
ら
喜
ば
れ
る
こ
と
が
う
れ
し
い
よ
う
だ
。

　
・
友
だ
ち
と
関
わ
る
こ
と
は
好
き
な
よ
う
だ
。

　
・
静
か
な
音
楽
を
好
む
よ
う
だ
。

　
・
紙
に
絵
の
具
を
塗
る
な
ど
、
創
作
的
な
活
動
は
好
き
な
よ
う
だ
。

　
・
ペ
ッ
ト
ボ
ト
ル
の
キ
ャ
ッ
プ
の
分
類
の
よ
う
な
作
業
的
な
こ
と
は
す
ぐ
飽
き
て
し
ま
う
よ
う
だ
。

　
・
森
の
中
を
散
歩
し
て
、
鳥
の
さ
え
ず
り
を
聞
く
と
う
れ
し
い
よ
う
だ
。

　
・
人
混
み
な
ど
雑
音
が
多
い
場
所
は
、
イ
ラ
イ
ラ
し
て
苦
手
な
よ
う
だ
。

意
思
決
定
支
援
の
た
め
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
表

　
A
さ
ん
が
取
り
組
み
た
い
日
中
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
？

＜
関
係
者
か
ら
提
供
さ
れ
た
Ａ
さ
ん
の
意
思
を
判
断
す
る
た
め
の
手
が
か
り
と
な
る
情
報
＞

＜
手
が
か
り
と
な
る
情
報
か
ら
推
定
さ
れ
る
本
人
意
思
＞

意
思
決
定
支
援
会
議
の
ま
と
め

○
A
さ
ん
は
1
歳
6
ヶ
月
の
検
診
で
知
的
な
発
達
の
遅
れ
が
指
摘
さ
れ
、
知
的
障
害
が
あ
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。
両
親
と
３
歳
年
上
の
姉
、
そ
し
て
父
方

　
の
祖
母
と
の
5
人
暮
ら
し
で
し
た
。
穏
や
か
で
人
な
つ
こ
い
性
格
で
あ
っ
た
A
さ
ん
は
特
に
祖
母
に
か
わ
い
が
ら
れ
て
育
ち
ま
し
た
。
祖
母
が
得
意
で

あ
っ

　
た
饅
頭
作
り
を
う
れ
し
そ
う
に
手
伝
っ
た
り
、
祖
母
と
一
緒
に
近
所
に
配
っ
て
歩
い
た
り
し
ま
し
た
。
そ
の
と
き
に
人
か
ら
喜
ん
で
も
ら
え
る
と
A
さ
ん
も
と
て

　
も
う
れ
し
そ
う
な
表
情
を
見
せ
て
い
た
そ
う
で
す
。

○
学
校
は
小
学
校
か
ら
特
別
支
援
学
校
に
通
い
ま
し
た
。
学
校
で
は
友
人
と
関
わ
る
こ
と
が
好
き
で
、
い
つ
も
仲
間
と
一
緒
に
過
ご
し
て
い
ま
し
た
。
で
も

　
た
く
さ
ん
の
人
で
行
動
に
集
ま
っ
た
り
、
運
動
会
な
ど
で
大
き
な
音
が
す
る
場
面
な
ど
で
は
少
し
い
ら
い
ら
す
る
様
子
が
見
ら
れ
ま
し
た
。

○
言
葉
で
は
意
思
を
伝
え
る
こ
と
が
難
し
い
A
さ
ん
で
し
た
が
好
き
な
物
に
は
自
ら
積
極
的
に
取
り
組
む
姿
や
、
豊
か
な
表
情
で
周
囲
に
気
持
ち
を
伝
え

　
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

○
休
日
は
家
族
と
一
緒
に
出
か
け
る
こ
と
も
あ
り
ま
し
た
が
、
お
父
さ
ん
と
お
母
さ
ん
が
自
営
業
を
さ
れ
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
A
さ
ん
の
お
出
か
け
を
し
た
い

　
と
い
う
気
持
ち
に
応
え
ら
れ
な
い
日
も
多
く
な
っ
て
き
た
こ
と
か
ら
移
動
支
援
を
利
用
し
て
、
ヘ
ル
パ
ー
と
出
か
け
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

○
特
別
支
援
学
校
卒
業
後
の
進
路
は
、
就
労
継
続
支
援
B
型
事
業
所
や
生
活
介
護
事
業
所
な
ど
3
回
の
実
習
を
重
ね
た
結
果
、
生
活
介
護
事
業
所
を

　
利
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

父
母

姉
Ａ
さ
ん

祖
母

（参考）Ａさんの意思決定支援のためのアセスメント表 
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作
成
年
月
日

年
月

平
成

年
月

日
利
用
者
名

A
印

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
（
意
思
決
定
支
援
責
任
者
）

B
印

－

友
だ
ち
と
関
わ
る
こ
と
が
好
き
。

森
の
中
を
散
歩
し
て
、
鳥
の
さ
え

ず
り
を
聞
く
と
う
れ
し
い
。

友
だ
ち
と
一
緒
に
、
鳥
の
さ
え
ず
り

を
聞
き
な
が
ら
森
の
中
を
散
歩
す

る
。

・
事
業
所
近
く
の
森
林
公
園
内
を
散
歩
す
る

・
一
緒
に
散
歩
が
楽
し
め
る
友
だ
ち
を
み
つ
け
る

月
・
水
・
金
　
　
P
M
活
動
時
・
３
ヶ
月

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
散
歩
活
動
担
当
F

－

活
動
が
A
さ
ん
の
意
思
を
反
映
し

て
い
る
か
、
検
討
す
る
と
と
も
に
、

支
援
開
始
後
の
様
子
か
ら
、
Ａ
さ

ん
の
意
思
に
つ
い
て
新
た
に
気
づ

い
た
こ
と
が
な
い
か
情
報
を
共
有

す
る
。

意
思
決
定
支
援
会
議
を
開
き
、
生

活
介
護
利
用
後
の
Ａ
さ
ん
の
様
子

に
つ
い
て
関
係
者
で
情
報
交
換

し
、
共
有
す
る
と
と
も
に
、
A
さ
ん
の

意
思
の
推
定
を
進
め
、
活
動
内
容

を
見
直
す
。

・
生
活
介
護
事
業
所
や
自
宅
、
移
動
支
援
事
業
利
用
中

等
に
お
け
る
A
さ
ん
の
様
子
を
記
録
に
基
づ
き
共
有
す

る
。

・
共
有
し
た
情
報
に
基
づ
き
、
意
思
決
定
支
援
計
画
・
個

別
支
援
計
画
を
見
直
す
。

・
Ａ
さ
ん
と
家
族

・
生
活
介
護
事
業
所
Ｃ
グ
ル
ー
プ
担
当
者

・
相
談
支
援
専
門
員

・
移
動
支
援
事
業
所

・
意
思
決
定
支
援
責
任
者
（
サ
ー
ビ
ス
管
理
責

任
者
）

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
各
活
動
担
当
者

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者

意
思
決
定
支
援
が
必
要
な
項
目

意
思
決
定
支
援
会
議
参
加
者

サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関
（
提
供
者
・
担
当
者
等
）

目
的

内
容

静
か
な
音
楽
を
聞
い
た
り
、
紙
に

絵
の
具
を
塗
る
な
ど
、
創
作
的
な

活
動
が
好
き
。

静
か
な
音
楽
が
流
れ
る
部
屋
で
、

紙
に
絵
の
具
を
塗
る
な
ど
、
創
作

活
動
を
行
う
。

・
紙
に
絵
の
具
を
塗
り
や
す
い
よ
う
に
、
素
材
や
道
具
を

工
夫
す
る

・
部
屋
に
鈴
か
な
音
楽
を
流
す

・
絵
の
具
以
外
の
創
作
活
動
も
試
し
て
み
る

□
支
援
開
始
後
の
見
直
し
の
た
め
の
観
点

□
支
援
目
標
及
び
支
援
計
画
等

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
創
作
活
動
担
当
E

－－

推
定
さ
れ
る
本
人
の
意
思

か
わ
い
が
っ
て
く
れ
る
祖
母
の
よ

う
な
人
と
一
緒
に
饅
頭
な
ど
を
つ
く

る
こ
と
が
好
き
。

作
っ
た
饅
頭
な
ど
を
配
り
、
人
か
ら

喜
ば
れ
る
こ
と
が
う
れ
し
い

Ａ
さ
ん
が
安
心
で
き
る
ス
タ
ッ
フ
と

お
菓
子
作
り
を
行
い
、
で
き
た
お

菓
子
を
配
り
る
こ
と
を
通
じ
て
人
と

関
わ
る
機
会
を
つ
く
る
。

・
Ａ
さ
ん
が
安
心
で
き
る
ス
タ
ッ
フ
と
お
菓
子
作
り
の
活
動

に
参
加
す
る

・
本
人
が
作
業
に
取
り
組
み
や
す
い
よ
う
に
行
程
や
補
助

具
な
ど
に
工
夫
す
る

・
必
要
に
応
じ
て
指
示
や
介
助
を
行
う

・
騒
が
し
く
な
ら
な
い
よ
う
に
配
慮
す
る

月
・
水
・
金
　
A
M
活
動
時
・
３
ヶ
月

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
調
理
活
動
担
当
D

支
援
内
容

具
体
的
取
組

（
内
容
・
留
意
点
等
）

支
援
期
間

（
頻
度
・
時
間
・
期
間
等
）

優
先

順
位

火
・
木
　
A
M
活
動
時
・
３
ヶ
月

サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関

（
提
供
者
・
担
当
者
等
）

短
期
目
標
（
内
容
、
期
間
等
）

（
参
考
）
　
意
思
決
定
支
援
を
反
映
し
た
個
別
支
援
計
画
（
意
思
決
定
支
援
計
画
）
の
作
成
例

利
用
者
名

A

本
人
（
家
族
）
の
希
望

長
期
目
標
（
内
容
、
期
間
等
）

お
菓
子
な
ど
を
作
っ
た
り
そ
れ
を
あ
げ
た
り
す
る
こ
と
で
、
い
ろ
ん
な
人
に
喜
ん
で
も
ら
え
る
と
う
れ
し
い

絵
を
描
い
た
り
、
静
か
な
音
楽
を
聴
い
た
り
、
静
か
な
場
所
で
過
ご
す
こ
と
が
好
き
、
騒
が
し
い
場
所
は
嫌
い

A
さ
ん
が
日
中
活
動
を
も
っ
と
楽
し
め
た
り
、
新
た
な
楽
し
み
を
見
つ
け
ら
れ
る
。
（
６
ヶ
月
）

A
さ
ん
に
と
っ
て
生
活
介
護
事
業
所
が
居
心
地
の
良
い
場
所
に
な
る
（
３
ヶ
月
）

（参考）Ａさんの意思決定支援を反映した個別支援計画（意思決定支援計画）の作成例 
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 ＜
意
思
決
定
支
援
が
必
要
な
項
目
＞

＜
こ
れ
ま
で
の
生
活
史
＞

意
思
決
定
支
援
会
議
の
ま
と
め

意
思
決
定
支
援
の
た
め
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
表

B
さ
ん
が
こ
れ
か
ら
ど
の
よ
う
な
場
所
で
ど
の
よ
う
な
生
活
を
し
て
い
き
た
い
の
か
？

○
B
さ
ん
は
会
社
員
の
お
父
さ
ん
（
当
時
３
５
歳
）
と
専
業
主
婦
の
お
母
さ
ん
（
当
時
３
０
歳
）
と
の
間
に
昭
和
○
年
に
生
ま
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
B
さ
ん
に
は
５
歳
年
下
の
弟
が
い
ま
す
。
特
に
重
い
病
気
に

か
か
る
こ
と
な
く
育
ち
ま
し
た
が
、
２
歳
に
な
っ
て
も
言
葉
を
話
し
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ
し
て
３
歳
児
健
診
で
知
的
な
発
達
に
障
害
が
あ
る
こ
と
、
自
閉
症
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
し
た
。
そ
の
後
、
B
さ
ん

は
お
母
さ
ん
と
一
緒
に
地
域
の
障
害
児
通
園
施
設
に
通
っ
て
、
言
葉
を
出
や
す
く
す
る
よ
う
な
療
育
活
動
に
参
加
し
た
り
し
ま
し
た
が
、
自
分
の
や
り
た
い
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
り
す
る
と
き
に
パ
ニ
ッ

ク
に
な
っ
て
大
き
な
声
を
だ
し
た
り
、
周
囲
の
人
に
噛
み
つ
い
て
し
ま
っ
た
り
す
る
こ
と
が
増
え
て
い
き
ま
し
た
。
そ
の
後
、
小
学
生
に
な
り
ま
し
た
が
、
地
域
の
学
校
で
は
な
く
特
別
支
援
学
校
に
バ
ス

に
乗
っ
て
通
う
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
特
別
支
援
学
校
で
も
次
に
す
る
こ
と
が
よ
く
わ
か
ら
な
か
っ
た
り
、
自
分
の
し
た
い
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
に
は
よ
く
パ
ニ
ッ
ク
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。
そ
の
時
は
先
生

と
一
緒
に
校
庭
を
散
歩
す
る
と
気
持
ち
が
落
ち
着
き
ま
し
た
。
学
校
で
は
先
生
が
工
夫
し
て
次
の
行
動
が
わ
か
り
や
す
い
よ
う
に
絵
な
ど
で
説
明
し
て
く
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
そ
れ
で
、
次
に
何
を

す
れ
ば
い
い
の
か
が
少
し
ず
つ
分
か
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
パ
ニ
ッ
ク
に
な
る
こ
と
も
少
し
づ
つ
減
っ
て
き
ま
し
た
。
中
学
校
と
高
校
も
特
別
支
援
学
校
に
通
い
ま
し
た
。
小
さ
い
頃
か
ら
身
の
回
り
の
こ

と
は
お
母
さ
ん
が
手
伝
っ
て
く
れ
ま
し
た
。
服
な
ど
は
お
母
さ
ん
が
表
裏
が
わ
か
り
や
す
い
よ
う
に
お
い
て
く
れ
る
の
で
、
間
違
え
な
い
よ
う
に
着
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
食
事
な
ど
は
す
べ
て
お
母
さ
ん

が
準
備
し
て
く
れ
ま
し
た
が
、
中
学
生
ぐ
ら
い
に
な
る
と
好
き
な
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
は
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
て
作
る
こ
と
も
あ
り
ま
し
た
。
休
み
の
日
は
お
父
さ
ん
が
ド
ラ
イ
ブ
に
連
れ
て
行
っ
て
く
れ
た

り
、
デ
パ
ー
ト
に
買
い
物
に
行
っ
た
り
し
ま
し
た
。
で
も
大
き
な
音
が
し
た
り
、
人
が
多
す
ぎ
る
と
パ
ニ
ッ
ク
に
な
る
こ
と
が
あ
っ
た
の
で
、
ド
ラ
イ
ブ
に
行
く
こ
と
が
だ
ん
だ
ん
多
く
な
り
ま
し
た
。
ド
ラ
イ
ブ
も
い

つ
も
同
じ
コ
ー
ス
で
な
い
と
不
安
に
な
り
ま
し
た
。
ド
ラ
イ
ブ
の
途
中
で
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
に
よ
っ
て
好
き
な
お
菓
子
を
買
う
の
が
楽
し
み
で
し
た
。
B
さ
ん
が
１
８
歳
に
な
っ
た
時
お
父
さ
ん
が
病
気

で
亡
く
な
り
ま
し
た
。
そ
の
た
め
、
お
母
さ
ん
が
働
か
な
く
て
は
な
ら
な
く
な
り
ま
し
た
。
B
さ
ん
は
特
別
支
援
学
校
の
高
等
部
を
卒
業
す
る
時
、
お
母
さ
ん
の
介
護
負
担
を
心
配
し
た
進
路
指
導
の
先
生

か
ら
入
所
施
設
利
用
を
勧
め
ら
れ
ま
し
た
。
お
母
さ
ん
は
な
ん
と
か
B
さ
ん
と
一
緒
に
暮
ら
せ
る
よ
う
に
色
々
と
考
え
ま
し
た
が
、
年
少
の
弟
の
世
話
や
仕
事
を
し
な
が
ら
私
の
身
の
回
り
の
世
話
ま
で

で
き
な
い
の
で
、
B
さ
ん
は
入
所
施
設
を
利
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

＜
関
係
者
か
ら
の
情
報
＞

○
日
常
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
変
わ
る
と
落
ち
着
き
が
な
く
不
安
そ
う
に
し
て
い
た
。
（
家
族
）

○
自
宅
で
は
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
て
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
を
作
っ
て
食
べ
る
事
が
あ
る
。
（
家
族
）

○
施
設
で
は
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
た
り
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
を
作
る
場
面
が
な
か
っ
た
。
（
入
所
施

　
設
職
員
）

○
目
の
前
に
あ
る
洋
服
や
食
べ
物
の
中
か
ら
自
分
が
気
に
入
っ
た
物
を
選
ん
だ
り
、
絵
カ
ー
ド

　
や
写
真
カ
ー
ド
を
見
て
、
そ
の
日
に
行
う
活
動
を
選
べ
る
。
（
入
所
施
設
職
員
）

＜
推
定
さ
れ
る
本
人
意
思
＞

○
生
活
場
面
が
変
わ
る
と
不
安
定
な
状
態
に
な
る
恐
れ
が
あ
る
の
で
、
こ
の
ま
ま
の
生
活
を
続
け

　
た
い
の
で
は
な
い
か
。

○
自
分
で
食
べ
た
い
も
の
を
調
理
し
て
作
れ
る
よ
う
な
暮
ら
し
が
し
た
い
の
で
は
な
い
か
。

○
今
は
入
所
施
設
で
の
生
活
し
か
経
験
が
な
い
の
で
、
他
に
ど
の
よ
う
な
暮
ら
し
が
あ
る
か
知
ら
な

　
い
の
で
決
め
ら
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
。

（参考）Ｂさんの意思決定支援のためのアセスメント表 
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 利
用
者
氏
名
（
児
童
氏
名
）

障
害
程
度
区
分

相
談
支
援
事
業
者
名

利
用
者
負
担
上
限
額

地
域
相
談
支
援
受
給
者
証
番
号

通
所
受
給
者
証
番
号

計
画
作
成
日

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
期
間
（
開
始
年
月
）

利
用
者
同
意
署
名
欄

総
合
的
な
援
助
の
方
針

1

□
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
内
容

1 2 3

平
成

年
月

日
利
用
者
名

Ｂ
印

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
（
意
思
決
定
支
援
責
任
者
）

D
印

福
祉
サ
ー
ビ
ス
等

種
類
・
内
容
・
量
（
頻
度
・
時
間
）

提
供
事
業
者
名

（
担
当
者
名
・
電
話
）

共
同
生
活
援
助
（
体
験
利
用
）
　
3
0
日

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
○
○

体
験
利
用
を
通
じ
て
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
を
経

験
し
、
今
の
施
設
で
の
生
活
と
比
べ
て
ど
ち
ら
で
生
活

す
る
こ
と
が
本
人
の
意
思
な
の
か
決
め
る
こ
と
が
で
き

る
。

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
体
験
利
用
し
、
よ
り

自
由
を
広
げ
て
生
活
で
き
る
か
試
し
て

み
る
。
そ
の
結
果
、
今
の
施
設
で
の
生

活
と
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
を
比
べ

て
、
生
活
の
場
と
し
て
ど
ち
ら
が
良
い
か

意
思
を
表
明
で
き
る
。

支
援
担
当
者
（
機
関
）

①
相
談
支
援
専
門
員
、
サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者

（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）

②
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
、

生
活
支
援
員

③
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
支
援
員

④
本
人
、
成
年
後
見
人
、
相
談
支
援
専
門
員

　
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
関
係
者
、
施
設
関
係
者

1
ヶ
月
後

生
活
の
中
で
の
本
人
の
様
子
、
特
に
表
情
な

ど
に
つ
い
て
詳
細
に
記
録
し
、
本
人
の
生
活

の
場
へ
の
希
望
を
確
認
す
る
。

施
設
で
使
っ
て
い
る
絵
カ
ー
ド
や
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
で
も
使
い
、
混
乱
し
な

い
よ
う
配
慮
す
る
。

そ
の
他
留
意
事
項

評
価

時
期

今
の
施
設
で
の
生
活
を
変
え
る
こ
と
で
、
落
ち
着
き
が
な
く

不
安
定
に
な
っ
て
し
ま
う
か
も
し
れ
な
い
の
で
、
生
活
の
場

を
変
え
た
く
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
う
一
方
、
自
分
で
で

き
る
事
を
し
な
が
ら
、
よ
り
自
由
を
広
げ
た
生
活
を
し
た
い
と

い
う
思
い
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生

活
を
実
際
に
経
験
し
て
み
る
こ
と
で
、
施
設
の
生
活
と
比
べ

て
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
か
。

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
体
験
利
用
し
、
よ
り

自
由
を
広
げ
て
生
活
で
き
る
か
試
し
て

み
る
。
そ
の
結
果
、
今
の
施
設
で
の
生

活
と
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
を
比
べ

て
、
生
活
の
場
と
し
て
ど
ち
ら
が
良
い
か

本
人
が
何
ら
か
の
形
で
意
思
を
表
明
で

き
る
。

体
験
利
用
を
通
じ
て
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

の
生
活
を
経
験
し
、
今
の
施
設
で
の
生

活
と
比
べ
て
ど
ち
ら
で
生
活
す
る
こ
と
が

本
人
の
意
思
な
の
か
決
め
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
意
思
決
定
支
援
を
行
う
。

1
ヶ
月
後

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
体
験
利
用
し
、
よ
り
自
由

を
広
げ
て
生
活
で
き
る
か
試
し
て
み
る
。
そ

の
結
果
、
今
の
施
設
で
の
生
活
と
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
の
生
活
を
比
べ
て
、
生
活
の
場
と
し

て
ど
ち
ら
が
良
い
か
意
思
を
表
明
で
き
る
。

（
参
考
）
意
思
決
定
支
援
を
反
映
し
た
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
（
意
思
決
定
支
援
計
画
）
の
作
成
例

Ｂ
４

Ｃ

○
○
○
○
○
○
○
○

優
先

順
位

解
決
す
べ
き
課
題

（
本
人
の
ニ
ー
ズ
）

支
援
目
標

達
成

時
期

課
題
解
決
の
た
め
の

本
人
の
役
割

到
達
目
標

○
年
○
月
○
日

１
ヶ
月

Ｂ

□
意
思
決
定
支
援
内
容

意
思
決
定
支
援
が
必
要
な
項
目

支
援
内
容

①
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
体
験
利
用
に
つ
い
て
B
さ
ん
に
分
か
り

や
す
い
方
法
で
説
明
す
る
。

②
施
設
で
使
っ
て
い
る
絵
カ
ー
ド
や
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
で
も
使
い
、
混
乱
し
な
い
よ
う
配
慮
す
る
。

③
体
験
時
の
様
子
に
つ
い
て
記
録
す
る
。

④
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
体
験
利
用
修
了
後
、
意
思
決
定
支
援
会

議
を
開
催
し
て
本
人
の
意
思
に
つ
い
て
確
認
す
る
。

本
人
の
役
割

０
Ｄ

利
用
者
の
生
活
に
対
す
る
意
向

慣
れ
て
落
ち
着
い
た
今
の
施
設
で
の
生
活
の
場
を
変
え
る
こ
と
で
、
落
ち
着
き
が
な
く
不
安
定
に
な
っ
て
し
ま
う
か
も
し
れ
な
い
の
で
、
生
活
の
場
を
変
え
た
く
な
い
と
思
う
一
方
、
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
て
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
を
食
べ
た
り
な
ど
、
自
分
で

で
き
る
事
を
し
な
が
ら
、
よ
り
自
由
を
広
げ
て
生
活
し
た
い
と
い
う
思
い
も
あ
る
。
目
の
前
に
あ
る
洋
服
や
食
べ
物
の
中
か
ら
気
に
入
っ
た
物
を
選
ん
だ
り
、
絵
カ
ー
ド
や
写
真
カ
ー
ド
を
見
て
、
そ
の
日
に
行
う
活
動
を
選
ん
だ
り
で
き
る
の
で
、
経
験
し
た

こ
と
が
な
い
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
も
実
際
に
経
験
し
て
み
る
こ
と
で
、
施
設
の
生
活
と
比
べ
て
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

計
画
作
成
担
当
者

意
思
決
定
支
援
責
任
者

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
受
給
者
証
番
号

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
体
験
利
用
に
よ
り
、
本
人
が
今
の
施
設
で
の
生
活
と
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
で
の
生
活
を
比
べ
て
、
体
験
的
に
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
意
思
決
定
を
支
援
す
る
。

（参考）Ｂさんの意思決定支援を反映したサービス等利用計画（意思決定支援計画） 

の作成例 
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＜
平
成
3
0
年
4
月
2
0
日
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
時
点
案
＞
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第 135 回 市町村職員を対象とするセミナー 

「地域における成年後見制度利用促進に向けた体制整備について」 

成年後見制度関係資料集 
 

平成 30 年６月 19 日 
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